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目的　日本の出生体重平均値は，1975年以降低下を続け，低出生体重児割合は増加しつつある。 
その原因を探るに当たって，この様な現象が，日本のみに観察されるものか否かを明らかにす
る事を目的とした。

方法　世界人口年鑑1986，1999年版（国際連合発行）を資料として，1998年前後における出生体重
平均値と低出生体重児割合が算出可能な58カ国を観察対象国とし，出生体重平均値，低出生体
重児割合，妊娠期間平均値，母の年齢平均値，複産率，出生性比を検討指標とした。観察対象
国の最近年値について，平均値，％，比を算出し，それぞれの度数分布を作成し，分布内にお
ける日本の位置をｚ値（標準評価値）で示す。次いで1977年から1998年に至る間の資料より，
各検討指標の年間変動量を求め，その分布内における日本の位置をｚ値で評価する。

結果　各検討指標の最近年値の分布における日本の位置：出生体重平均値はｚ＝－1.56と分布の低
位置にあるが，低出生体重児割合並びに他の検討指標は，分布の平均値付近に位置する。年間
変動量分布における日本の位置：出生体重平均値はｚ＝－1.80と低位置を占め，低出生体重児
割合はｚ＝＋1.27と高位置に存在するが， 他の検討指標は分布の平均値付近に位置する。

結論　1998年における日本の出生体重平均値は観察対象国中低位置にあり，タイ，フィリピン，ス
ロバキアと共に低出生体重児割合が多い。しかし，出生体重の分布範囲（標準偏差）が他国よ
り狭いために，上記 ３ カ国より低出生体重児割合は少ない。また，年間変動量の観察から，日
本の出生体重平均値の低下速度，および低出生体重児割合の増加速度は，観察対象国中速い。
なお，出生体重への影響要因と考えられる妊娠期間，母の年齢，複産割合，出生性比は，観察
対象国の中で平均的な推移を示している。日本の出生体重平均値の低下，低出生体重割合の上
昇の状況は特異的で，しかも，妊娠期間，母の年齢，複産割合，出生性比は，その変動要因と
は考えられず，日本のみに存在する特有の要因によるものと推測する。

キーワード　出生体重，低出生体重児割合，複産児割合，世界人口年鑑

Ⅰ　緒　　　言

　出生体重は個人並びに集団の健康情報として
重要である。人口動態統計特殊報告「出生時の
体重に関する統計」１）および人口動態統計（1951
～2007年版）２）によると，日本の出生体重平均

値並びに低出生体重児割合の推移は図 １， ２の
とおり，終戦直後の1950年に3,068ｇ，7.1％を
示していたが，戦後における社会経済環境の改
善と公衆衛生の進歩に伴い，出生体重平均値は
上昇し，低出生体重児割合は減少を続け，1975
年には3,200ｇ，5.1％を示した。しかし，この
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年を頂点として体重は減少に転じ，2007年に
は出生体重平均値3,000ｇ，低出生体重児割
合は9.7％を示している。
　本研究は，出生体重の減少理由を明らかに
するにあたり，この様な現象が日本特有のも
のであるか否かを検討するために，国際連合
が加盟国の出生体重関連指標を収集し掲載し
ている世界人口年鑑を資料として，日本の状

（ ３）　検討指標の最近年値の度数分布と日本の
位置

　各検討指標の最近年値について，観察対象国
の度数分布を作成し，その平均値±標準偏差を
算出する。次に，観察対象国の分布中における
日本の位置をｚ値（標準評価値）で示す。
　日本の　（日本の値－対象国の平均値）
　ｚ値　＝　　　　　標準偏差

（ ４）　検討指標の年間変動量の分布と日本の位置
　年間変動量：観察対象国の各検討指標につい
て，世界人口年鑑の1986年版３）と1999年版4）よ
り最古年値と最近年値との差を求め，経過年数
で除して年間変動量とする。
　観察対象国集団内における日本の位置：各検
討指標の年間変動量について，観察対象国の度
数分布を作成し，その平均値±標準偏差を求め，
日本の位置を上述と同様にｚ値（標準評価値）
で示す。

況を諸外国と比較検討する事を目的とした。

Ⅱ　研　究　方　法

（ １）　資料と解析方法
　資料として，人口動態統計（1951～2007年
版）２），世界人口年鑑1986年版（1977～1980年
値）３），1999年版（1990～1998年値）4）を用いた。
　世界人口年鑑には，加盟国の出生体重，母の
年齢（出産年齢），妊娠期間，単複産，性別の
出生数が，度数分布表の形で掲載されている。

（ ２）　観察対象国の選定と検討指標
　観察対象国：世界人口年鑑の1999年版4）に掲
載された国の最近年値の中で，年間出生数が
1,000例以上で，出生体重の平均値並びに低出
生体重児割合が計算可能な58カ国（86.6％）を
観察対象国とする。
　検討指標：出生体重平均値，低出生体重児割
合，妊娠期間平均値，母の年齢平均値，複産割
合，出生性比（男／女）を検討指標とする。な
お，複産割合は，全出生児数中の複産出生児数
の百分率である。

表１　観察対象国における検討指標の統計値と日本の統計値およびｚ値

　
観察対象

国数
（カ国）

平均値
±標準偏差 日本値（観察年）日本の

ｚ値

出生体重平均値 58 3 274±　143ｇ 3 051g（1998） -1.56
低出生体重児割合 58 7.1±　3.0％ 8.1％（1998） 0.33
妊娠期間平均値 38 39.6±　0.9週 39.4週（1998） -0.22
母の年齢平均値 57 27.7±　1.8歳 29.4週（1998） 0.94
複産児割合 52 1.96±0.86％ 1.83％（1998） -0.15
出生性比 50 106.1±　1.6　 105.4　（1998） -0.44

図 １　日本の出生体重平均値の推移 図 ２　日本の低出生体重児割合の推移

資料 　人口動態統計。1950年は10％抽出統計，1952～1954年の
資料なし

資料 　図 １ と同じ
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本 よ り 軽 い 国 は ス ロ バ キ ア2,788ｇ， ｚ ＝
－3.40（1995年），フィリピン2,990ｇ，ｚ＝
－1.99（1993年 ）， タ イ2,999ｇ， ｚ ＝ －1.92
（1999年）の ３ カ国（5.2％）である。
　２）　低出生体重児割合：日本は8.1％で，対
象 国 の 平 均 値7.1 ％ よ り や や 多 い が， ｚ ＝
＋0.33で分布の平均値付近に位置する。なお，
出生体重平均値の軽い上記 ３ 国の低出生体重児
割合は，スロバキア25.0％，ｚ＝＋6.00（1995
年），フィリピン11.6％，ｚ＝＋1.50（1993年），
タイ11.3％，ｚ＝＋1.40（1998年）である。
　３）　妊娠期間：日本は39.4週，ｚ＝－0.36で，
対象国の内，中央付近に位置する。
　4）　母の年齢：日本は29.4歳，ｚ＝＋0.94で，
対象国の平均年齢の27.7歳より高く，分布中や
や高位置にある。
　５）　複産割合：日本は1.83％，z＝－0.15で，
観察対象国の平均値1.96％に近い。
　６）　出生性比：日本は105.4，z＝－0.46で，
対象国の平均値106.1と共に，理論値とされる
104～106にあり，分布の平均値付近に位置する。
なお，109以上を示す国は，香港109.7，ｚ＝
＋2.25（1998年 ）， 韓 国 110.2， ｚ ＝ ＋2.56
（1998年）である。
　以上，観察対象国の中における日本の位置は，
出生体重平均値は低位置にあるが，その他の検
討指標はすべて分布の平均値付近に位置する。

（ ２）　検討指標の年間変動量の分布と日本の位置
　観察対象国における検討指標の年間変動量に

Ⅲ　結　　　果

（ １）　検討指標の最近年値の分布と日本の位置
　各検討指標の度数分布状況について，観察対
象国数，平均値±標準偏差と日本値（観察年），
ｚ値を表 １に示す。
　１）　出生体重平均値：58カ国の出生体重平均
値の分布と日本の位置を図 ３に示した。日本は
3,051ｇで観察対象国の平均値3,274ｇより軽く，
ｚ値＝－1.56と分布の低位置にある。なお，日

ついて，観察国数，平均値±標準偏差，
日本の値とｚ値を表 ２に示した。
　１）　出生体重平均値：50カ国の出生体
重平均値の年間変動量の分布と日本の位
置を図 ４に示した。対象国の年間変動量
は 平 均0.31ｇ と 増 加 す る が， 日 本 は
－7.1ｇと減少を示し，ｚ＝－1.80と低
位置にある。日本より低位置に韓国が存
在 し， 年 間 －9.60ｇ の 減 少 で， ｚ ＝
－2.41を示す。
　また，前述の出生体重平均値が日本よ
り軽い ３ カ国の年間変動量は，スロバキ

表 ２　観察対象国における検討指標の年間変動量の
　　　統計値と日本の統計値およびｚ値　　　　　

観察対象
国数

（カ国）
平均値

±標準偏差 日本値 日本の
ｚ値

出生体重平均値 50 0.31±4.12ｇ -7.10　g -1.80
低出生体重児割合 50 0.01±0.11％ 0.15％ 1.27
妊娠期間平均値 30 -0.01±0.07週 0.02週 0.43
母の年齢平均値 21 0.10±0.10歳 0.08歳 -0.20
複産児割合 48 0.05±0.15％ 0.12％ 0.47
出生性比 49 -0.01±0.27　 0.00　 0.04

図 ３　58カ国の出生体重平均値の分布と日本の位置

図 ４　50カ国の出生体重平均値の年間変動量の分布と日本の位置
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周産期医療の進歩により体重の軽い新生児の救
命率の増加が低出生体重児出生率の上昇理由で
あると結論している。
　本研究の目的も，前述の研究者等と同じく，
日本の出生体重平均値の低下，並びに低出生体
重児割合の増加現象が持続しつつある理由の解
明にあるが，その切り口として，このような日
本の状況が，諸外国の中でどのような位置を占
めているかを観察する事から，次に検証すべき
仮説要因を見出そうとした。その結果を以下に
示す。

（ １）　最近年（１998年）の分布における日本の
状況

　１）　出生体重平均値と低出生体重児割合：出
生体重平均値は，諸国の中で低位置にあり，ス
ロバキア，フィリピン，タイの国々と共に低出
生体重国であると認識しなければならない。し
かし，低出生体重児割合は諸国の平均値付近に
あるのは，日本の出生体重の標準偏差（分布範
囲）が，他の諸国より狭いためである。 すな
わち，58カ国の出生体重標準偏差の平均値±標
準偏差＝557±54ｇ，日本の標準偏差＝461ｇで，
観察対象国平均の83％である。日本の出生体重
の標準偏差が諸国の中で，比較的小さい理由の
探索も，今後の検討課題である。
　２）　妊娠期間，母の年齢，複産割合，出生性
比：母の年齢は分布のやや高位置を占めるが，
他の検討指標は，平均値付近にあり，特異な状
況にはない。

ア－6.70ｇ，ｚ＝－1.70，フィリピン
＋5.10ｇ，ｚ＝＋1.16，タイ＋0.90ｇ，
ｚ＝＋0.14と，それぞれ異なる。
　２）　低出生体重児割合：日本は年間
0.15 ％ の 増 加 で， 対 象 国 の 平 均 値
＋0.01％より多く，ｚ＝＋1.27と比較的
高位置にある。年間増加量が日本より多
い国はイスラエル＋0.15％，ｚ＝＋1.30，
アゼルバイジャン＋0.16％，ｚ＝＋1.36，
韓国＋0.17％，ｚ＝＋1.45，米領バージ
ン諸島＋0.17％，ｚ＝＋1.46，スロバキ
ア＋0.28％，ｚ＝＋2.45である。なお，
前述の出生体重平均値の年間変動量が日本より
多いフィリピンは－0.15％，タイ－0.09％と低
体重児割合は，逆に減少を示している。
　３）　妊娠期間：日本は年間＋0.02週の増加で，
ｚ＝＋0.43を示し対象国の平均値－0.01週の付
近に位置する（図 5）。
　4）　母の年齢：日本の年間変動量は＋0.08歳
ｚ＝－0.20と対象国の年間変動量平均値＋0.10
歳の付近にある。
　５）　複産割合：日本の年間変動量は＋0.12％，
ｚ値＝＋0.47で，対象国の年間変動量の平均値
0.05％の付近に位置する。
　６）　出生性比：日本の年間変動量は0.00，ｚ
＝＋0.04で，対象国の年間変動量平均値－0.01
の付近に位置する。
　以上，日本の特徴は，出生体重平均値の減少
速度，低出生体重児割合の増加速度は大きい
が,その他の検討指標の変動は大きくない。

Ⅳ　考　　　察

　1975年以降，日本の出生体重平均値は年々低
下し，低出生体重児割合は増加を続けており，
その原因解明を目的とする研究報告が多く見ら
れる。特徴的な研究として，角南５）は1980年と
2000年の人口動態統計の比較から，死産の減
少・複産の増加・妊娠期間の短縮が推測できる
と述べ，また，中村６）は，東京都に所在する11
病院における1998，1999年の産科資料を分析し，
早産の増加と胎内での胎児発育の低下，および

図 5　３0カ国の妊娠期間平均値の年間変動量の分布と日本の位置
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以上の知見から，日本が低体重国である理由を
推理する事は出来ない。日本民族の遺伝的特性
か，生活習慣特性かは今後の課題である。

（ ２）　年間変動量の分布における日本の状況
　１）　出生体重平均値と低出生体重児割合：出
生体重平均値の低下速度は大きく，観察対象国
の中で低位置に，低出生体重児割合の増加速度
も速く，観察対象国の中で高位置にある。すな
わち，観察対象国の中で特異な変動を示してい
る。
　２）　妊娠期間，母の年齢，複産割合，出生性
比：これら検討指標における日本の年間変動量
は，それぞれの分布の平均値付近にあり，特異
な動きではない。
　以上の知見から，日本の出生体重平均値の低
下現象は，観察対象国の中では特異的で，出生
体重に対する影響因子である妊娠期間，母の年
齢，複産割合，出生性比の変動による影響では
なく，日本独自に存在する要因に基づくものと
判断できる。
　小池７）は低出生体重児増加要因に関する研究
報告の中で，1975～1993年における低出生体重
児割合と，26～29歳女性の平均BMI値の推移が
逆の関係を呈している事を指摘している。また，
長野８）は，大阪市内の病院における1994～1997
年の産婦1,052名を対象に，非妊時のBMIと分
娩直前の体重増加量により分類して観察した結
果，非妊時「やせ」で「体重非増加群」に低出
生体重児が他の群より高率に見られた，と報告
している。さらに，宋９） は，従来の日本では，

妊娠中体重が増えすぎると悪いと言う認識が広
くあり，産科医師・助産師が妊婦に体重制限を
厳しく指導し過ぎる事があり，この事が低出生
体重児を招いている，と述べている。この様な
報告から，日本の出生体重平均値の低下，低出
生体重児割合の増加現象は，妊娠に対する食生
活指導のあり方が原因と考えられる。この様な
仮説を検証するには，いかなる研究を計画・実
施するべきか，今後の課題である。
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